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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 10,451 △14.6 △264 ― △193 ― △219 ―
24年3月期 12,243 △16.6 692 △69.3 693 △69.7 317 △77.3

（注）包括利益 25年3月期 △143百万円 （―％） 24年3月期 285百万円 （△78.8％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 △20.41 ― △1.6 △0.7 △2.5
24年3月期 29.54 ― 2.3 3.0 5.7

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  △127百万円 24年3月期  4百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 26,425 13,380 50.6 1,243.87
24年3月期 25,466 13,718 53.9 1,275.23

（参考） 自己資本   25年3月期  13,380百万円 24年3月期  13,718百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 1,157 △3,375 1,736 1,372
24年3月期 △78 △5,565 5,213 1,786

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00 193 60.9 1.4
25年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00 193 ― 1.4
26年3月期(予想) ― 9.00 ― 9.00 18.00 46.1

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 6,110 12.7 320 22.9 310 78.7 220 ― 20.45
通期 12,620 20.7 670 ― 650 ― 420 ― 39.04



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第14条の７（会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合）に該
当するものであります。詳細は、添付資料14ページ「３．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 10,953,582 株 24年3月期 10,953,582 株
② 期末自己株式数 25年3月期 196,281 株 24年3月期 196,156 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 10,757,348 株 24年3月期 10,757,519 株

（参考）個別業績の概要 

平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 10,257 △13.8 △261 ― △138 ― △161 ―
24年3月期 11,900 △16.6 627 △70.1 627 △70.3 268 △78.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 △15.04 ―
24年3月期 24.98 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 25,731 13,144 51.1 1,221.92
24年3月期 25,008 13,511 54.0 1,256.04

（参考） 自己資本 25年3月期  13,144百万円 24年3月期  13,511百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
  この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手
続は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、その達成を当社
として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。業績予想に関する事項は、添付
資料２～３ページ「１.経営成績・財政状態に関する分析 （１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
２．当社は、平成25年６月５日に機関投資家・アナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。当日使用する決算説明資料については、開催後速やかに当社
ホームページに掲載する予定です。 
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(１）経営成績に関する分析

① 当連結会計年度の概況

当連結会計年度における世界経済は、第４四半期に入り米国や中国において緩やかな回復傾向がみられましたが、

債務危機にともなう欧州経済の長期停滞などもあり、期を通して厳しい状況で推移いたしました。

わが国経済におきましては、期初は東日本大震災の復興需要やエコカー補助金などの効果が見受けられましたもの

の、第２四半期以降、海外経済の減速や長引く円高などを受けた生産・輸出の停滞に加え、日中問題の影響などもあ

り、厳しい状況となりました。年末の政権交代後は、金融緩和策への期待感から、株価の回復や円高是正の傾向はみ

られますものの、企業の設備投資計画には慎重さも残っており、実体経済の持ち直しには至っていないものと見受け

られます。

当社グループの関連市場であるエレクトロニクス業界におきましては、スマートフォン関連は堅調に推移しました

が、その他の薄型テレビを中心とする民生機器や産業機器は世界的に需要が低迷いたしました。

セパレータ事業では、省エネ型車両などに使用される電気二重層キャパシタ向けが好調に推移しましたものの、デ

ジタル家電やＰＣなどのネットワーク市場や風力・太陽光発電などの新エネルギー市場の回復の遅れ、産業機器向け

中高圧・大型品需要の低迷などから、低調な受注状況となりました。

このような状況のなか、長期的には需要拡大が見込まれる新エネルギー・省エネ分野への対応およびＢＣＰ（事業

継続計画）の観点で、平成23年６月から建設に着手しておりました米子工場につきましては、平成24年7月に竣工、

同年10月に稼働を開始し、短期的な市場変動に左右されることなく早期の安定供給体制の確立を優先し、今後の市況

の立ち上がりを見据えた製品のユーザー認定を進めてまいりました。

回路基板事業につきましては、厳しい事業環境を踏まえ、平成24年12月に当連結会計年度末での超薄型フレキシブ

ル基板の生産中止を決定し、顧客との交渉を継続してまいりました。また、同年12月に決定した同基板の一部後工程

を担当している中国・蘇州にある関連会社の当社の持分譲渡については平成25年４月２日をもって譲渡手続きを完了

いたしました。

この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は、104億５千１百万円（前連結会計年度比17億９千２百万

円、14.6％減）の実績となりました。

利益面につきましては、厳しい受注環境から、人件費・経費の削減、設備投資の抑制ならびに製品、原材料の在庫

圧縮などの経営合理化策を実施しましたが、セパレータ事業の売上高減少とこれにともなう稼働率低下による売上原

価率の上昇に加え、平成24年10月からの米子工場稼働開始にともなう減価償却費の増加５億５千４百万円もあり、営

業損失は２億６千４百万円（前連結会計年度は６億９千２百万円の営業利益）、経常損失につきましては１億６千７

百万円の為替差益を計上したため、１億９千３百万円（前連結会計年度は６億９千３百万円の経常利益）、当期純損

失につきましては２億１千９百万円（前連結会計年度は３億１千７百万円の当期純利益）となりました。

② セグメント別の業績

［セパレータ事業］

セパレータ事業の売上高は、100億１千３百万円（前連結会計年度比14億８千７百万円、12.9％減）の実績となり

ました。利益面につきましては、売上高の減少およびこれにともなう稼働率低下による売上原価率の上昇により、営

業利益は９千２百万円（前連結会計年度比10億４千１百万円、91.8％減）の実績となりました。品目別の業績は次の

とおりであります。

・コンデンサ用セパレータ

第４四半期に入り、車載用や産業機器分野でのインバータ向けなどで、受注は回復傾向となりましたが、世界的な

電子部品業界の需要低迷により、当連結会計年度の売上高は、82億３百万円（前連結会計年度比15億５千２百万円、

15.9％減）の実績となりました。

・電池用セパレータ

ＥＶ用などの大型リチウムイオン電池向けが、インフラ整備の問題などから普及が遅れておりますものの、省エネ

型車両などに使用される電気二重層キャパシタ向けが好調に推移したため、当連結会計年度の売上高は18億９百万円

（前連結会計年度比６千４百万円、3.7％増）の実績となりました。

［回路基板事業］

超薄型フレキシブル基板の生産中止決定後は、営業活動を中止する一方、耐熱性樹脂につきましては、引き続き用

途開発を進め受注活動を継続いたしました。

その結果、当連結会計年度の売上高は、４億３千４百万円（前連結会計年度比２億９千８百万円、40.7％減）、営

業損失は２億２千万円（前連結会計年度は３億４千９百万円の営業損失）の実績となりました。

［その他］

当連結会計年度の売上高は４百万円（前連結会計年度比５百万円、58.5％減）、営業損失は６千８百万円（前連結

会計年度は２千５百万円の営業損失）の実績となりました。

１．経営成績・財政状態に関する分析
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③ 今後の見通し

今後の見通しにつきましては、米国や中国において緩やかな回復傾向がみられますものの、長期化する欧州債務

問題など、先行き不透明な状況であります。わが国経済におきましては、円安・株高を背景として自動車をはじめと

する輸出関連企業を中心に景況感の改善はありますが、電力料金の値上げや円安にともなう原材料などの輸入価格上

昇の懸念材料もあります。

このような状況のなか、アルミ電解コンデンサ用セパレータは、インバータ向けを中心に回復傾向にあります。

また、戦略製品であります電気二重層キャパシタ用セパレータは、今後の車載・環境用途の拡大に合わせて、ユーザ

ーとの強固な関係を構築・維持できるよう、サービス向上に努めるとともに新製品の開発・投入を進めてまいりま

す。同じく、リチウムイオン電池用セパレータは、ＥＶ・ＨＥＶ・減速エネルギー回生や産業機器用途への拡販をは

かるとともに、製品ラインアップの拡充と新規顧客の開拓を重点として活動してまいります。また、新規事業創出へ

の取り組みとして進めている「無機／有機ナノハイブリッド膜」については、燃料電池用に加え、その他の用途開発

を進めてまいります。

その結果、翌連結会計年度の売上高は126億２千万円（当連結会計年度比21億６千８百万円、20.7％増）と見込ん

でおります。

セグメント別売上高予想 （単位:百万円）

（注）１.（ ）内は各セグメント売上高の内数を表しております。

２.【その他】の翌連結会計年度の売上高予想には回路基板事業を含めているため、対当連結会計年度

実績比については記載しておりません。

また、翌連結会計年度の利益面につきましては、営業利益は６億７千万円、経常利益は６億５千万円、当期純利益

は４億２千万円と見込んでおります。なお、為替レートの前提は１米ドル＝95円としております。

(２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末における総資産は、有形固定資産の減価償却実施等が進みましたが、原材料及び貯蔵品の増

加、設備投資の実施等により、前連結会計年度末に比べ９億５千８百万円増加し、264億２千５百万円となりまし

た。

負債につきましては、長期借入金の約定返済は進んだものの、短期借入金の純増および長期借入れの実施等によ

り、前連結会計年度末に比べ12億９千５百万円増加し、130億４千４百万円となりました。

また、純資産の部は、当期純損失２億１千９百万円の計上、前期決算に係る利益配当ならびに中間配当の実施等

により、前連結会計年度末に比べ３億３千７百万円減少し、133億８千万円となりました。

品 目
第２四半期連結

累計期間予想
通期予想

対当連結会計

年度実績比

【セパレータ事業】

・コンデンサ用セパレータ

・電池用セパレータ

【その他】

５，８８０

(４，８２０)

(１，０６０)

２３０

１２，２１０

(９，７４０)

(２，４７０)

４１０

121.9％

(118.7％)

(136.5％)

－

合 計 ６，１１０ １２，６２０ 120.7％
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②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度は、たな卸資産の増加、生産設備投資、長期借入れの実施および約定返済等をおこなった結

果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は13億７千２百万円（前連結会計年度末比４億１千４百万円、

23.2％減）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

減価償却費18億８百万円、たな卸資産の増加額６億７千７百万円、売上債権の増加２億６千４百万円等によ

り、営業活動の結果得られた資金は11億５千７百万円（前連結会計年度は７千８百万円の支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

生産設備投資等45億６千４百万円、補助金の受入れによる収入12億２百万円等により、投資活動の結果使用した

資金は33億７千５百万円（前連結会計年度比21億８千９百万円、39.4％の支出減）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

長期借入22億円の実施および約定返済19億４千９百万円、短期借入金の純増16億７千９百万円等により、財務活

動の結果得られた資金は17億３千６百万円（前連結会計年度比34億７千６百万円、66.7％の収入減）となりまし

た。

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。

（注）１．各指標の内容

自己資本比率：自己資本/総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しております。

４．平成24年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率およびインタレスト・カバレッジ・レシオについ

ては営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。

平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％） 57.7 64.1 66.0 53.9 50.6

時価ベースの自己資本比

率（％）
24.4 50.4 109.5 54.6 32.6

キャッシュ・フロー対有

利子負債比率
31.1 2.1 0.8 － 8.6

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ
3.6 33.1 122.8 － 21.2
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(１）会社の経営の基本方針

当社グループは、主要製品であるコンデンサ用セパレータ・電池用セパレータなどエレクトロニクス産業に不可欠

な材料・部品を供給することにより顧客満足度を高め、エレクトロニクス産業の発展に寄与し、世界に役立つ仕事を

している集団であることを基本理念として高品質な製品をもとに事業活動を展開しております。

また、「安全と健康はすべてに優先する」という基本方針のもと、安全・健康管理体制の確立と従業員に対する

安全衛生教育の徹底をはかり、無事故・無災害の職場を実現させるために全社をあげて真摯に取り組む所存であり

ます。

同様に、地球環境の保全に努め環境と調和した「人と環境に優しい企業活動」をおこなうため、ＩＳＯ１４００１

に準拠した環境マネジメントシステムを全社的に運用しております。

当社グループは、主事業のコンデンサ用セパレータにおいて高い市場シェアを有していることから、国内外の顧客

への安定的な供給責任の追求が企業使命であると認識しております。

一方、このセパレータ事業は、その製造工程と製造技術の面から生産設備（抄紙設備）の新設・増設および維持に

は多額の設備投資を必要とする業態であり、財務の健全性および株主価値の向上をはかることを経営の重要課題と考

えております。

(２）目標とする経営指標

当社グループは、装置産業の特徴を有しており一時的に多額の設備投資を必要とする業態のため営業キャッシュ・

フローを重視し投資効率や経営効率を高めることが重要と考えております。株主利益重視の観点から、資本効率を高

めるために、収益性の向上を目標として事業を推進しており、安定的に自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）８％以上の

達成をめざしております。

(３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループの主力であるセパレータ事業は、エレクトロニクス業界の動向に大きく影響を受ける業態でありま

す。短期的には市場変動に大きく左右されますが、中長期的には「環境・エネルギー」をキーワードに、ＣＯ２削減

や風力・太陽光発電などの地球温暖化対策分野、ＨＥＶ（ハイブリッドカー）・ＥＶ（電気自動車）・スマートグリ

ッド（次世代電力網）などのエネルギー有効利用分野、電力回生利用用途への応用が期待される蓄電デバイス分野を

今後の最重要マーケットと位置づけ高性能アルミ電解コンデンサ用セパレータや、電気二重層キャパシタ・リチウム

イオン電池用などの独自技術に基づくセパレータの製品開発と拡販に努めるとともに、燃料電池用などの電解質膜の

研究開発に取り組み、付加価値の向上に努めてまいります。

(４）会社の対処すべき課題

当社グループは、全事業内容について選択と集中を基本に重点課題を明確にし、経営資源の有効な投入および活用

をより一層進めてまいります。

セパレータ事業は、当社製品の特徴である高品質、高信頼性製品の開発スピードアップをはかるとともに、今後

も、拡大する環境・エネルギー分野での用途拡大およびＢＣＰの観点での安定供給体制の整備に努めてまいります。

戦略製品である電気二重層キャパシタ用セパレータは、同キャパシタの用途がグローバルな環境対策自動車や風力発

電というエネルギー分野に特化していることが製品の強みであり、国内外の自動車メーカーが燃費向上技術として採

用を始めるなど、今後大きな広がりをもつものと思われます。また、リチウムイオン電池用セパレータは、ＨＥＶや

産業機器用途への拡販を重点に活動してまいります。

また、新規事業創出への取り組みとして進めている「無機／有機ナノハイブリッド膜」については、実用生産に向

けたノウハウを蓄積し、事業化をはかってまいります。

(５）内部管理体制の整備・運用状況

当社の内部管理体制の整備・運用状況につきましては、別途公表しておりますコーポレート・ガバナンスに関する

報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」をご参照ください。

２．経営方針
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３．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,786,382 1,372,033

受取手形及び売掛金 3,240,243 3,526,461

商品及び製品 1,413,156 1,570,727

仕掛品 49,345 45,653

原材料及び貯蔵品 1,809,760 2,394,894

繰延税金資産 111,533 164,060

その他 607,332 441,430

貸倒引当金 △58 △7,301

流動資産合計 9,017,697 9,507,959

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 9,041,193 11,207,569

減価償却累計額及び減損損失累計額 △6,528,490 △6,865,741

建物及び構築物（純額） 2,512,703 4,341,828

機械装置及び運搬具 27,752,526 33,067,523

減価償却累計額及び減損損失累計額 △23,443,726 △24,716,416

機械装置及び運搬具（純額） 4,308,799 8,351,106

土地 2,437,250 2,297,274

建設仮勘定 5,419,571 38,075

その他 1,454,984 1,698,299

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,261,135 △1,311,640

その他（純額） 193,849 386,659

有形固定資産合計 14,872,174 15,414,944

無形固定資産

ソフトウエア 19,332 33,178

その他 30,249 7,242

無形固定資産合計 49,582 40,421

投資その他の資産

投資有価証券 437,210 422,135

繰延税金資産 569,059 609,090

その他 542,188 451,823

貸倒引当金 △21,000 △21,000

投資その他の資産合計 1,527,458 1,462,050

固定資産合計 16,449,215 16,917,416

資産合計 25,466,912 26,425,375
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 507,369 742,985

短期借入金 417,851 2,113,717

1年内返済予定の長期借入金 1,779,580 2,219,580

未払金 847,207 879,006

未払法人税等 5,981 8,092

設備関係未払金 1,114,881 154,464

その他 386,834 437,053

流動負債合計 5,059,706 6,554,900

固定負債

長期借入金 5,818,126 5,628,546

繰延税金負債 24,842 28,252

退職給付引当金 610,263 586,730

役員退職慰労引当金 235,760 246,250

固定負債合計 6,688,991 6,489,778

負債合計 11,748,697 13,044,679

純資産の部

株主資本

資本金 2,241,749 2,241,749

資本剰余金 3,942,363 3,942,363

利益剰余金 7,857,685 7,444,460

自己株式 △165,153 △165,257

株主資本合計 13,876,645 13,463,316

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △30,771 △42,472

為替換算調整勘定 △127,659 △40,147

その他の包括利益累計額合計 △158,430 △82,619

純資産合計 13,718,215 13,380,696

負債純資産合計 25,466,912 26,425,375
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
（連結損益計算書）

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

売上高 12,243,709 10,451,446

売上原価 9,773,366 9,077,445

売上総利益 2,470,342 1,374,001

販売費及び一般管理費 1,777,779 1,638,307

営業利益又は営業損失（△） 692,563 △264,306

営業外収益

受取利息 5,044 2,601

受取配当金 6,853 6,498

持分法による投資利益 4,859 －

為替差益 － 167,284

助成金収入 32,996 43,191

受取保険金及び配当金 5,786 5,371

その他 15,061 36,747

営業外収益合計 70,602 261,695

営業外費用

支払利息 33,419 52,653

持分法による投資損失 － 127,859

為替差損 33,667 －

その他 2,912 10,427

営業外費用合計 69,998 190,941

経常利益又は経常損失（△） 693,167 △193,552

特別利益

固定資産売却益 － 761

特別利益合計 － 761

特別損失

減損損失 ※1  63,893 ※1  63,117

固定資産除却損 17,323 25,097

特別損失合計 81,216 88,215

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

611,951 △281,006

法人税、住民税及び事業税 108,019 25,636

法人税等調整額 186,168 △87,050

法人税等合計 294,187 △61,414

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

317,763 △219,592

当期純利益又は当期純損失（△） 317,763 △219,592
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（連結包括利益計算書）

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

317,763 △219,592

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6,331 △11,700

為替換算調整勘定 △38,082 80,518

持分法適用会社に対する持分相当額 △62 6,992

その他の包括利益合計 △31,813 75,811

包括利益 285,950 △143,781

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 285,950 △143,781

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,241,749 2,241,749

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,241,749 2,241,749

資本剰余金

当期首残高 3,942,363 3,942,363

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,942,363 3,942,363

利益剰余金

当期首残高 7,733,558 7,857,685

当期変動額

剰余金の配当 △193,636 △193,632

当期純利益又は当期純損失（△） 317,763 △219,592

当期変動額合計 124,127 △413,225

当期末残高 7,857,685 7,444,460

自己株式

当期首残高 △164,453 △165,153

当期変動額

自己株式の取得 △700 △104

当期変動額合計 △700 △104

当期末残高 △165,153 △165,257

株主資本合計

当期首残高 13,753,218 13,876,645

当期変動額

剰余金の配当 △193,636 △193,632

当期純利益又は当期純損失（△） 317,763 △219,592

自己株式の取得 △700 △104

当期変動額合計 123,427 △413,329

当期末残高 13,876,645 13,463,316
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △37,103 △30,771

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,331 △11,700

当期変動額合計 6,331 △11,700

当期末残高 △30,771 △42,472

為替換算調整勘定

当期首残高 △89,514 △127,659

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △38,145 87,511

当期変動額合計 △38,145 87,511

当期末残高 △127,659 △40,147

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △126,617 △158,430

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △31,813 75,811

当期変動額合計 △31,813 75,811

当期末残高 △158,430 △82,619

純資産合計

当期首残高 13,626,601 13,718,215

当期変動額

剰余金の配当 △193,636 △193,632

当期純利益又は当期純損失（△） 317,763 △219,592

自己株式の取得 △700 △104

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △31,813 75,811

当期変動額合計 91,614 △337,518

当期末残高 13,718,215 13,380,696
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

611,951 △281,006

減価償却費 1,377,267 1,808,045

減損損失 63,893 63,117

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 7,242

退職給付引当金の増減額（△は減少） △16,285 △23,533

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16,750 10,490

受取利息及び受取配当金 △11,897 △9,099

支払利息 33,419 52,653

為替差損益（△は益） △2,965 △42,643

持分法による投資損益（△は益） △4,859 127,859

有形固定資産売却損益（△は益） － △761

有形固定資産除却損 17,323 25,097

売上債権の増減額（△は増加） 235,275 △264,072

たな卸資産の増減額（△は増加） △646,325 △677,024

その他の資産の増減額（△は増加） △50,797 △135,240

仕入債務の増減額（△は減少） △185,736 204,899

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,757 △6,969

その他の負債の増減額（△は減少） △338,870 44,839

その他 27,067 31,136

小計 1,122,445 935,031

利息及び配当金の受取額 11,904 9,149

利息の支払額 △31,646 △54,493

法人税等の支払額 △1,181,304 △59,722

法人税等の還付額 － 327,122

営業活動によるキャッシュ・フロー △78,599 1,157,088

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,642,379 △4,564,410

有形固定資産の売却による収入 － 1,960

補助金の受入れによる収入 107,328 1,202,375

無形固定資産の取得による支出 △11,971 △25,891

投資有価証券の取得による支出 △378 △384

貸付けによる支出 △200 △190

貸付金の回収による収入 200 85

その他 △17,668 11,250

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,565,069 △3,375,205
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △42,926 1,679,808

長期借入れによる収入 6,600,000 2,200,000

長期借入金の返済による支出 △1,149,594 △1,949,580

自己株式の取得による支出 △700 △104

配当金の支払額 △193,636 △193,632

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,213,143 1,736,491

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,651 67,276

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △438,177 △414,349

現金及び現金同等物の期首残高 2,224,559 1,786,382

現金及び現金同等物の期末残高 1,786,382 1,372,033
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該当事項はありません。 

（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正にともない、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業損失、経常損失および税金等調整前当期純損失はそれぞ

れ143,327千円減少しております。

※１ 減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当社は、管理会計上の区分を基礎として資産のグルーピングをおこなっております。

収益性が著しく低下した資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失63,893千円(建物及び構築物

33,882千円、機械装置及び運搬具23,886千円、その他の有形固定資産746千円、ソフトウエア5,377千円）を特別

損失に計上いたしました。

なお、回収可能価額は正味売却価額をゼロとして見積もっております。 

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

当社は、管理会計上の区分を基礎として資産のグルーピングをおこなっております。

電池用セパレータ製造設備については、収益性が著しく低下した資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

減損損失15,877千円を特別損失に計上いたしました。なお、回収可能価額は正味売却価額をゼロとして見積もっ

ております。

賃貸用資産については、土地の市場価格が下落しているため資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損

損失47,240千円を特別損失に計上いたしました。なお、回収可能価額は都道府県基準地価格等に基づき合理的に

算定した正味売却価額によっております。

（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（会計方針の変更）

（連結損益計算書関係）

用途 種類 場所

回路基板
製造設備

建物及び構築物・
機械装置及び運搬具・

その他の有形固定資産・
ソフトウエア

高知県高知市

用途 種類 場所

電池用セパレータ
製造設備

機械装置及び運搬具 高知県安芸市

賃貸用資産 土地 高知県高知市
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１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討をおこなう対象となっているものでありま

す。

当社は、アルミ電解コンデンサ用および電池用として使用されるセパレータの製造・販売を主事業とし

て、耐熱性合成樹脂を応用加工した回路基板の製造・販売の事業活動をおこなっております。

したがって、当社は、「セパレータ事業」および「回路基板事業」の２つを報告セグメントとしておりま

す。各報告セグメントの主要製品は、以下のとおりであります。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用している会計処理の

方法と概ね同一であります。

報告セグメントの利益または損失は、営業利益または営業損失ベースの数値であります。

（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正にともない、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度のセグメント利益が「セパレータ事業」で134,375

千円増加し、セグメント損失が、それぞれ「回路基板事業」で548千円、「その他」で8,284千円減少して

おります。また、全社費用が119千円減少しております。

３．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不織布設備の設計・販売・

技術指導等を含んでおります。

（セグメント情報等）

セグメント情報

セパレータ事業 アルミ電解コンデンサ・導電性高分子固体コンデンサ用セパレータ、アルカリ乾電池・

リチウムイオン電池・ニッケル水素電池・電気二重層キャパシタ用セパレータ、特殊電

池用セパレータ、産業用特殊紙

回路基板事業 ＦＰＣ（超薄型フレキシブル基板）、ソクシール（耐熱性接着剤、カバーレイインク）

報告セグメント
その他

（千円）
（注）

合計
（千円）

セパレータ
事業

（千円）

回路基板
事業

（千円）

計
（千円）

売上高

外部顧客への売上高 11,500,842 733,175 12,234,017 9,692 12,243,709

セグメント間の内部売上高

又は振替高
― ― ― ― ―

計 11,500,842 733,175 12,234,017 9,692 12,243,709

セグメント利益又はセグメン

ト損失(△)
1,133,909 △349,952 783,957 △25,281 758,676

セグメント資産 22,334,152 813,128 23,147,281 3,690 23,150,972

その他の項目

減価償却費

減損損失

持分法投資利益

持分法適用会社への投資額

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額

1,352,827

―

―

―

6,103,492

21,550

63,893

4,859

131,235

1,850

1,374,377

63,893

4,859

131,235

6,105,343

261

―

―

―

―

1,374,639

63,893

4,859

131,235

6,105,343
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、無機／有機ナノハイブリッ

ド膜の製造等をおこなっております。

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

（単位：千円）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発費であります。

報告セグメント
その他

（千円）
（注）

合計
（千円）

セパレータ
事業

（千円）

回路基板
事業

（千円）

計
（千円）

売上高

外部顧客への売上高 10,013,003 434,416 10,447,420 4,026 10,451,446

セグメント間の内部売上高

又は振替高
― ― ― ― ―

計 10,013,003 434,416 10,447,420 4,026 10,451,446

セグメント利益又はセグメン

ト損失(△)
92,711 △220,111 △127,399 △68,411 △195,811

セグメント資産 23,922,055 537,196 24,459,252 175,251 24,634,503

その他の項目

減価償却費

減損損失

持分法投資損失(△)

持分法適用会社への投資額

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額

1,771,060

15,877

―

―

3,560,418

333

―

△127,859

9,100

3,468

1,771,394

15,877

△127,859

9,100

3,563,886

33,892

―

―

―

37,752

1,805,287

15,877

△127,859

9,100

3,601,639

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 12,234,017 10,447,420

「その他」の区分の売上高 9,692 4,026

連結財務諸表の売上高 12,243,709 10,451,446

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 783,957 △127,399

「その他」の区分の利益又は損失(△) △25,281 △68,411

全社費用（注） △66,112 △68,495

連結財務諸表の営業利益又は営業損失

(△)
692,563 △264,306
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（単位：千円）

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない資金（現金及び預金）等であります。

（単位：千円）

（注）調整額は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発部門または全社資産に関するものであります。

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額または１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 23,147,281 24,459,252

「その他」の区分の資産 3,690 175,251

全社資産（注） 2,315,940 1,790,871

連結財務諸表の資産合計 25,466,912 26,425,375

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

減価償却費 1,374,377 1,771,394 261 33,892 2,628 2,758 1,377,267 1,808,045

減損損失 63,893 15,877 ― ― ― 47,240 63,893 63,117

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額

6,105,343 3,563,886 ― 37,752 161,358 9,379 6,266,701 3,611,019

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 1,275円23銭 円 銭1,243 87

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）
29円54銭 円 銭△20 41

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
317,763 △219,592

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純

損失（△）（千円）
317,763 △219,592

普通株式の期中平均株式数（株） 10,757,519 10,757,348

（重要な後発事象）

ニッポン高度紙工業㈱（3891）　平成25年３月期　決算短信

- 17 -



役員の異動につきましては、平成25年３月27日公表の「代表取締役等役員の異動および組織改編に関するお知らせ」

をご覧下さい。

４．その他

役員の異動
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